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1） 　日本における 1 人当たり県民所得の変動係数も、「1955 年から 1974 年のまでの期間に、逆 U 字型の形
状を描いており Williamson の仮説が当てはまっていることを示唆している」（梶善登「地域間格差の推
移とその背景」『レファレンス』第 56 巻第 4 号、2006 年、p.98）。内閣府経済社会総合研究所国民経済
計算部「平成 25 年度県民経済計算について」平成 28 年 6 月 1 日のよると、1 人当たり県民所得の変動
係数は、2005 年の 17.37 から 2013 年には 13.89 にまで低下している。県民経済計算の推計方法が変わっ
ており、過去とは単純な比較はできないが、1 人当たり県民所得格差のピークは、1961 年の 28.18（変動











































































7） 　 2012 年度と 2013 年度の比較でいえば、東京都と神奈川県の GRP 成長率は、1.0% と 1.1% であり、全
国平均の伸び率である 1.8% を下回った。福島県が 6.9% ともっとも高い伸び率となったが、これは東日
本大震災の復興需要による一時的な現象とみなすべきである。
　確かに福島県は、2013 年度において全国 1 高い GRP 成長率を記録している。だが、人口は、2011 年、











　近年、首都圏（1 都 3 県）の人口社会増、首都圏の GRP の対全国比の上昇 7）と 1 人当たり
県民所得の地域間格差縮小が同時進行するようになっている。
　1 人当たり県民所得格差を測定する代表的指標の一つである変動係数は、1961 年度の 28.2 か
ら 2013 年度には 13.9 にまで低下した。EU の「後進地域」の基準（EU 加盟国の平均所得の 75%
という基準 8））を日本に適応すると、沖縄県のみが該当する（全国平均の 69%：2013 年度）。
　伊藤善市氏は、「格差係数の最低値に臨界点があり、しかも 20% 前後だということは、都道
府県別にみた地域間の所得格差の理論的、経験的許容度は、全国平均を 100 とすればおよそ 80
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　南西地域活性化センターの推計によると、2015 年の沖縄県の 1 人当たり県民所得は、11 年
連続の増加で、216.7 万円になると見込まれている。2013 年度の 210.2 万円を 3.1% 上回ってお
り、全国平均の 70% に到達する可能性がある（かつて 70% を超えた年もある）。「平成 27 年
国勢調査　人口速報集計結果」によると、2010 年から 2015 年にかけて、沖縄県の人口増加率


















ていることからも明らかである。1 人当たり地方税収入額で 1 位の東京都は、1 人当たり歳出
額で 22 位、1 人当たり地方税収入額 7 位の神奈川県は、1 人当たり歳出額で 47 位である。そ
れに対して、1 人当たり地方税収入額で 44 位の高知県は、1 人当たり歳出額では 6 位、島根県
は 37 位と 3 位となっている（2013 年度）。なお、2013 年度は、東日本大震災の復興需要があ
り、1 人当たり歳出額 1 位は福島県、2 位は岩手県であった。
































11） 　厚生労働省によると、2016 年 7 月末時点における高校生の求人倍率は、前年比 0.2 ポイント増加し、
1.75 倍であった。1994 年の 1.98 倍に次ぐ高い水準である。しかし、都道府県別にみると、東京都が 5.1
倍であったのに対して、2 位の大阪府は 2.8 倍にすぎず、1 人当たり県民所得水準の低い熊本県、青森
県、鹿児島県、沖縄県は 1.0 倍を下回った。最下位は、沖縄県の 0.72 倍である。
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は 262、首都圏は 149 である。それぞれ沖縄県の 4.8 倍、2.7 倍となっている（2013 年度）。
　また、1 人当たり地方税収入額は、沖縄県と長崎県の 2 県は全国平均の 50% 台、秋田県、青
森県、奈良県、島根県、高知県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県の 9 県は 60% 台にとど













けの多様な職業が集積・集中している 16）。2016 年 7 月における東京都の有効求人倍率は、2.04













16） 　東京都の人口密度は、全国平均の 18.1 倍である（平成 27 年国勢調査）。




働きにもっとも適した地域は、東京都である 19）。総務省の 2015 年 10 月－ 12 月の労働力調査
によると、結婚世帯のうち、夫婦ともに働いているか職を探している世帯は 50% であり、同
じ基準で比較できる 2002 年以降最高の水準となった。妻が 45 歳から 54 歳の世代では、74%
にまで上昇した。
　2012 年 7 月から 2014 年 7 月にかけての民営事業所における従業者数の伸び率 1 位も、東京
都（6.1%）であった。厚生労働省によると、高卒者の有効求人倍率は全国が 2 倍であるのに対











17） 　ただし、地域ブロック別にみると、もっとも有効求人場率が高いのは、中国地方の 1.56 倍、次が東














20） 　富士通は、国内のスマホ生産工程の 9 割を機械化すると発表した（「富士通、スマホ生産 9 割自動化
　コスト半減」『日本経済新聞』2016 年 8 月 26 日朝刊。
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21） 　工場数だけに着目するのは、適切ではない。なぜなら、新規立地工場における労働者 1 人当たりの
資本装備率が上昇しており、また閉鎖される工場は、比較的規模の小さな工場が多い点を考慮すると、
産業立地政策の歴史的蓄積効果は、完全に消滅したとまではいえないからである。東北地方の工場労
働者に支払われた現金給与総額でみると、1997 年の 3 兆 7 千億円がピークである。2014 年は、2 兆 7
千億円であり、ピーク時からすると約 1 兆円減少している。物価水準等を考慮せずに名目値だけで比較








40,946 工場（全国の 9.5%）にまで増加した。しかし、2014 年の東北地方の工場数は、対全国
比を 9.9% まで高めたものの、1962 年の水準とほぼ同じ 20,119 工場にまで減少している 21）。


















　OECD 加盟国のような先進国では、第 1 次産業、第 2 次産業の比率は低下している。第 3 次











接関連はないと思われるが、四国で唯一の長距離フェリーも徳島港に就航している（東京 - 徳島 - 新門
司）。ただし、ICT 企業の誘致や、芸術や食による町興しに成功したと喧伝されている神山町でも、人
口は減少し続けている。人口社会増となったのは、サテライトオフィスの立地が開始された 2011 年度
のみ（12 人）であった。その後は再び人口の社会減となり、2015 年度は 65 人の社会減であった。神山
町の人口は、1955 年度の 20,502 人、1990 年度の 10,215 人、2010 年度の 6,465 人、2015 年の 5,737 人へ
と減少し続けている。神山町の「人口ビジョン」によると、毎年 44 人の移住者を受け入れたとしても、
2040 年の人口は、3720 人にまで減少すると推計されている。徳島県の人口減少率も -3.7% であり、全




東京都への集中度は、統計上はやや低くなる。海外売上高や海外直接投資額の多い上位 100 社、200 社
の集中度でみれば、東京都の集中度は情報サービス業の集中度と同程度の水準になるように思われる。
産業の雇用者比率は、8 割前後まで上昇している。日本における 2010 年の第 3 次産業の雇用
者比率は、71% であった。ちなみに、日本における第 2 次産業の就業者比率のピークは、1975










　総務省の「平成 26 年経済センサス」によると、情報通信業の占める比率の高い上位 5 自治体
は、東京都千代田区、東京都渋谷区、東京都港区、東京都新宿区、東京都中央区であった。経
済産業省の「特定サービス産業実態調査」によると、2014 年に東京都に立地している情報サー
ビス業の事業所数の対全国比は 31%、首都圏では 45% であった。年間売上高でみると、東京都
59%、首都圏83%と、人口、GRP、上場企業本社数 26）の集中度を上回る集中度を示している。
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31） 　蓼沼朗寿『地域政策論』学陽書房、1986 年、p.236。
32） 　2016 年 3 月に設定されたインバウンドの新しい目標値は、2020 年に 4,000 万人のインバウンドとい








































































　景気回復にともなって、2010 年度の 42 団体をボトムにして、地方交付税不交付団体は 2015











　中央官庁出身者の知事は、2016 年 7 月現在 29 名、47 都道府県の 62% を占めている。総務





















高速道路延長距離の 1 位は北海道、2 位は新潟県である。偶然の一致ではあるが、2015 年の人
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36） 　「国内線着陸料1～5割減  国交省  訪日客の運賃への反映促す」『日本経済新聞』2016年8月30日朝刊。




　実施は 2017 年春からとされている。すでに地方路線の着陸料は、最大で 1/5 にまで軽減す
る時限措置が取られている。国土交通省は、軽減措置を 1/6 にまで拡大する。また、航空燃料
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37） 　 「教育への公的支出　日本なお低水準に　13 年 OECD 調べ 33 ヵ国中 32 位」『日本経済新聞』2016

















は、1 位のノルウェーの 6.2% はもとより、OECD の平均である 4.5% を下回り、33 ヵ国中 32







　日本の大学進学率は、OECD の Education at a glance という報告書をもとに文部科学省が
整理した統計でみると、OECD 平均よりもかなり低くなっている。もっともこの統計では、各
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38） 　山形大学の戸室健作氏によると、都道府県別の子供の貧困率（2012 年）は、1 位沖縄県の 38%、2 位
大阪府 22%、3 位鹿児島県 21%、4 位北海道 20%、5 位宮崎県 20% となっており、大阪府を除くと、1
人当たり県民所得の低い県が上位に位置している。また、貧困率の低い都道府県は、福井 6%、富山
6%、滋賀 9%、茨城 9%、岐阜 9%、三重 9% となっており、3 大都市圏の周辺県において低い傾向がみ
られる。ちなみに東京都は、10% となっている（戸室健作「都道府県別の貧困率、ワーキングプア率、
子供の貧困率、補足率の検討」『山形大学人文学部研究年報』第 13 号、2016 年。これまで政府や公的
機関において、都道府県別の子供の貧困率が計測されてこなかったこと自体が、子供の貧困率の引き
下げが地域政策としての意味を持つという認識がなされてこなかったことを示している。





























































費用の 7% を法人税から控除することとになっているが、2017 年度は 4% に引き下げられる予定となっ
ている（内閣府と財務省において現在交渉中である）。
42） 　「保育料地域差 5 倍近く　手厚い東京都心」『日本経済新聞』2015 年 11 月 29 日朝刊。














万 2400 円であったのに対して、5 万円を超える市が調査対象 100 都市中 25 市もあった（世帯
年収 700 万円で子供 1 人のケース）42）。年金においても、首都圏で高齢者が増えることによっ
て、今後年金による地域間の再配分効果は急速に弱化せざるをえない。
　内閣府『平成 26 年版　子ども・若者白書』によると、OECD 加盟国 34 カ国中、相対的貧困
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Summary
“Non-Spatial Policy” as Regional Policy 
　What has contributed to the reduction of inter-regional 
disparities in per capita income of prefectural residents includes the 
decentralization of factories, the system of taxes allocated to local 
governments, and medical, educational, and welfare schemes whose 
direct policy goal is not the correction of inter-regional disparities 
that could be called “Non-Spatial Policies.” Inter-regional disparities 
exist in terms of unemployment rate and income. For this reason, 
non-spatial policies that entail income redistribution have a built-
in-stabilizer function that automatically reduces inter-regional 
disparities.
　The inter-regional disparity that is currently viewed as being 
most problematic is not the inter-regional disparity in per capita 
prefectural income. Rather, it is the skewed geographic distribution 
of universities and graduate schools as well as employment for 
individuals with high educational attainment. To encourage highly-
educated individuals to settle permanently in the region, it is 
necessary to attract or nurture businesses related to the central 
management function, research and development function, and the 
information services industry. 
　To promote the accumulation of these functions in the regions, we 
should utilize “non-spatial policies,” which have not been considered 
as regional policy up to this point. In this paper, we examine the 
lowering of airport landing fees and highway tolls and the increase 
in public burden of education as examples of non-spatial policies 
being employed as regional policy.
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